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パキスタン第 7次 5カ年計画の構想、と課題

はじめに

I 長期展望計画（1988～2003年〕のヴィジョ γ

耳 第7次5ヵ年計商（1988～93年）の構想と課題

結びにかえて

はじ めに

本稿は， 1988年7月に着手された現行のパキス

タン第7次5カ年計画（1988/89～92/93年度。以下，

第7次計画と略〉について，計繭の達成課閣とその実

現のための計画構想を考察したものである。この

第7次計聞は，ズィヤー・ウル・ハック（Zia-ul・Haq)

前政権が， 1977年7月の同政権成立後実施した第

5次および第6次計画の延長線上に立案されてお

り，計闘の基本理念は，規制緩和を柱とした経済

活動の活性化にもとづく成長路線を，一層強く指

向したものとなっている。

ズィヤ｝政権は，この計岡案着手1ヵ月後の

1988年8月に，搭乗機の墜落〈政府発表では破壊工

作〉による大統領の急死によって終わりを告げた。

その後，同年11月に実施された総選挙によって新

たにパキスタン人民党（PPP〕のベーナズィール・

プットー（BenazirBhutto）政権が成立し，現在

にいたっている。プット一新政権は，選挙戦中

に，党の政策路線をかつての社会主義路線から中

道路線へと転換し，旧政治勢力である既存の保守

支配階層との関係改善を図る姿勢を示した。新政

権は経済運営については急激な制度改革を避け，

敵対関係にあったズィヤー前政権の手になる第7

次計画についても，修正の必要を示唆しながら，
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慕本的には継承する意向を示している。第7次計

画はこのように，スタートにおいて政権交代とい

う大きな変動を経験したが，その基本構想、はすで

に実施に移されている。

本稿では，まず，第7次計画を含む2003年にい

たるパキスタン経済の長期展望計闘を概観する。

つづいて，この長期展望計画の第l段階として位

置づけられた第7次計酬の全体構想，その開発政

策の重点課題，計画実施上の問題点〔とくに開発

資金の調遼〉等を順次考察していくととにする。第

7次計画の全体構想、の分析を行なうことで，パキ

スタン経済が抱える開発上の諸問題を考察するこ

とが本稿の趣旨である。なお，人口，雇用，外国

民間投資，社会福祉，インフラストラクチャー，

環境問題，等については，紙数の関係で割愛し

た。これらの問題については別途稿を改めて考察

する予定であるくなお，パキスタンの財政年度は7月

～6月である〕。

I 長期展望計画（1988～2003年）の

ヴィジョン

1. 長期展望計画の課題

本稿で取りあげる第7次計画は，本来， 1988年

から2003年に至る15年聞を対象とした長期経済展

要計岡（Long-TermEconomic Perspective Plan, 

1988-2003）の，第 1段階として位置づけられてい

る。パキスタンでは，アユープ・カーン（Ayub

Khan）政権期の1965年に，「20カ年長期展望計画」

『アジア経済』 xx沼ー3(1990. 3) 
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くThe20-Year Perspective Plan, 1965-85）が作成

されたことがある。この「20カ年長期展望計岡J

は， 1960年代前半期の第2次計画（1960/61～64/65

年度〉の実績に自信を得たfJJ政権が立案したもの

で，当時としてはかなり野心的なプランであっ

た（注l）。今回立案された長期展望計画は，この初

回の長期展望計岡から四半世紀近くを経て，この

間の計画立案技術の進歩や基礎データとなる各種

統計官料の充実，：lた計岡実施体制の幣備，など

を背最として作成されたものである。

ただ，このような長期にわたる開発計画が，現

実の経済計画として妥当しうるかには疑問の余地

が大きい。これまでの 5カ年計画の歴史をみて

も（注幻，計画期間q1に生起した政治的・経済的変

動は，しばしぽ計画の実施に大きく影響した。数

年後の経済予測も，現実にはきわめて悶難なので

ある。したがって今回の長期展望計画も，計岡安

自体が述べているように，「2003年の時点におけ

るパキスタンの望ましいブ。ロフィールを描出し，

そのための基本的問題点を提示するために作成さ

れたJ（伐3）ものである。

長期展望計画が掲げる課題は，基本的には，こ

れまでの各計画が掲げてきた課題すなわち経済の

自立と貧困の除去に置かれている。経済開発の進

捗による国民経済の基盤の強化と，結果としての

人々の生活水準の向上こそ，一連の開発計画の主

たる課題であった。長期展望計画では，その課題

の具体的内容を，下記のように表明している徳川。

(1）投資を，より一層国内資金によってまかなうよう

努める。（2）国家財政の均衡を図る。（3）食糧自給を達成

する。（4）国際収支の赤字幅を徐々 に縮小する。（5）資本

財生産の多様化を図る。（6）熟練労働力，調査研究，技

術，その他の開発を通じて，適正な技術を習得する。

長期展望計画ではこのように経済自立のための

課題を規定したうえで，下記のように，個別に貝．

パキスタン第7次5ヵ年計画の構想主課題

体的な達成数値を掲げている（注5）。

(1）国民貯蓄からまかなわれる投資の比率は， 1988年

の82Q,i;から2003年の95fなへと高めていく。このために

は，園内貯蓄の拡大と外国貿易の改善がすすめられる

よう，一周の持続的努力が要求される。（2）外国資金へ

の依存度は，貿易収支の改善によって対 GNP比で，

1988年の2.8f主から2003年の0.9f綜へと引下げる。（3）圏

内生産の地大によって，食用油の輸入を大阪に削減す

る。（4）石油に対する需要の大部分は，国内生康lこよっ

てまかなうように図る。（5）資本財生産の自立基盤を確

立する。（6）人的資源，研究調査，技術などの開発を推

進する。

このように長期展望計画では，自立目標を達成

するための基本対策として， とくに国内資金の動

員が重視され，そのための貯蓄率の引上げと輸入

の伸びの抑制が指摘されている。また，計耐i期間

中の産業構造の変化については，農業部門がひき

つづき同国経済の基盤となるものと位置づけ，制

度的調整と技術革新とによる高付加価値作物の増

収を通じて，年率5も~j:の成長を持続し得るとして

いることが注目される仰向。

一方，経済発展の結果としての国民の生活水準

は，長期展望計画の最終年度までにどのように変

化するであろうか。計画では，社会的生活基盤の

整備について下記のように具体的な達成目標を描

いている〈注7)0

(1）人口の自然増加半を， 1987/88年度現在の3.lf広か

ら2003年までに2.6fなへと引下げる。（2）現在の初等教

育年齢人口の完全就学によって，予定される第8次計

画(1993/94～97/98年度〉最終年度までに，青年層にお

ける文盲を一掃する。（3）全ての国民に，上水施設の供

給を実現する。（4）都市部の全域と農村部の60~1：；：の地域

に，下水施設を普及する。（5）人口の約50主1i:に，電話を

普及する。（6）現在8万邦の支線道路を， 2003年までに

14万苅にまで延長する（ただし，実需要量は20万邦と

推定〉。（7）各町村に， 1カ所の農村保健センター（R

HC）を設置する。（8）保健管理の施設水準を徐々に引

上げる。（9）電力需要の増大に見合った発電能力の拡

大を行なう。（10）急激に増大する都市人口に必要な住宅

3 
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第1表長期展望百十両（1988/89～2002/03）のマクロ・フレーム
（単位： 1987/88年度価格， 10億ノレピー〉

I I I I I 年鞠成長率問1987 /88 I 1992/93 I 1997 /98 2叩2/03I 
｜｜ …｜第 7次｜第 8次｜第 9次

主要指標 I 
GDP（要素費用）
GDP（市場価格）
GNP（市場価格〕
組投 資
問定資本投資

公 共部門
民 間部門

組問民貯蓄
机悶内貯蓄 （ 
海外資金｜

対 GNP比率（%〉｜

盟投資｜国民貯蓄｜
粗国内貯蓄＇） I 

海 外資金｜

基礎条件指標 i 
限界It＇蓄率（%〕 ｜ 
国 民 貯 蓄 ｜
同 内 貯 蓄｜

限界資本係数＇） I 
限界輸入性向｜

846.8 
949.8 
9G3.6 
168.2 
157.。
時6.5
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（出所〕 Government of Pakistan (GOP), Planning Commission, Seventh Five Year Plan, 

1988-93 & Perspective Plan 1988目 2003，イスラマバード， 1988年， 314ページ巻末統計
Table 4.1より作成。

（注〉 1）対 GDP比率。 2）各計画期中の平均値。

を供給するため，諸種の都市開発事業を実施する。

長期展望計画では，上記の達成目標のうち，人

口増加の抑制と若イド層における文盲の根絶が麓要

な課題として位世づけられている。これらの課題

は，文字どおりパキスタン経済の将来を左右す

る，最も基本的な課題となるものであろう〈注町。

2. 畏期展望計画のマクロフレーム

このような長期目標を掲げた展望計画の基本フ

レーム・ワークは，第 1表に示されている。表に

よると，期間中のバキスタンの GDPI土年平均

6. 5f1~ の成長ど計画されている。 この間の人口の

増加率が，記述のように現在の3.l~t刊〉ら 2. 6f！下へ

と低下するとすると， l人当り国民所得は，実質

(1987/88年度価格〉で， 1988年の6170士ぜから2003年

の9800日へと， 1.6倍に増加することになる。

ただ， この年平均成長率6.5店；~を維持するため

には，資本係数{t2.8と仮定（注9）すると，期間中の

固定資本投資率（対 GNP）は約18id,平が必要となる。

1987/88年度の国内貯蓄率（対 GDP）が約 IO店t~で

あることからみて，そのギャップは海外からの資

金調達で埋められる必要がある（注!O）。長期展望計

画では投資・貯蓄ギャップを段階的に引下げるこ

とを計画しており，既述のように，投資額に対す

るその比率を 1987/88年度の 18i:t~から，計画最終

年の2003年までには 5f止を超えない水準にまで低

下させる予定長なっている。すなわち，海外資金

への依存度を引下げるためには，結局は国内の貯

蓄水準を引上げる必要があることになる。しかし

パキスタンにおける貯蓄の水準は，後述するよう

に絶対的にも，また相対的にもきわめて低い。長

4 
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期展望計画では，第 1表にみるように， 2003年

までに投資率を GNPの18.4/:ti:，また貯蓄率を同

17. 51,ti:へと引上げることが予定されているが，こ

れまでの実績からみて，その実現にはかなりの努

力が必要となろう。

一方，長期展望計画では， 2003年までに固定資

本形成に占める民間部門の比重が公共部門を凌駕

し，公共部門は全体の50/:ti:を割ることになると計

画されている（第1表参照）。しかし，見方を変え

れば，公共部門は依然，投資総額の半ば近くを担

当することになる。公共投資の原資は財政資金で

あるが，パキスタンの国家財政は近年不均衡の度

を増している。財政赤字は， 1987/88年度には

GDPの8.71,l下にも達しているのである。長期展

望計画の重要な課題の 1つは，この財政赤字削減

にある。計画では，

(1）増税を実施し税収の対GDP比率を現在の13.l~l,j; 

から16.1~へと引き上げる，（2）政府の財政支出の伸び

を抑える，（3）国際収支の不均衡を改善することで海外

からの借入れ資金依存度を引下げる，（4）経常勘定の歳

入の赤字を黒字に転換する，

ことが表明されている（注目〉。

しかし，増税による歳入の増加を実現するため

には，国内の階層聞の利害の調整という困難な政

治的課題を避けて通ることはできない。また，輸

出入貿易の赤字幅の拡大，海外送金額の減少とい

う現状にあって，国際収支の不均衡を計画どおり

改善してゆくことにも，大きな期待はもてない。

結果として，外国資金への依存度は高まることに

なろう。ちなみに，計画で重視されている経済自

立の 1つの指標としての対外債務返済比率につい

てみると，その値は，後述するように近年ふたた

び上昇傾向にある。長期展望計画は海外資金調達

の見通しについて，長期的には公的借款に占める

現在のソフト・ローンの比率は低下し，借款条件

バキ 7-？γ第7次5ヵ年計画の構想と課題

は漸次厳しくなり，海外の民間金融機関からの資

金調達の比重が高まろうと述べて，資金調達コス

トの増加を予測しているのである世間。

このようにみると，長期展望計画において描か

れた15年後のパキスタン経済の青写真は，いくつ

かの点で現在より改善されたものとなることは予

測されるが，自立的経済の確立という基本課題の

実現には，なお多くの時聞を必要とすることにな

ろう。

（注 1〕 1960年に作成された「20カ年長期展望計

画」では，とくに，政治問題化しつつあった東西バキ

スタ γ間の経済裕差の縮小，雇用の拡大，外国援助依

存度の減少，技術教育の普及，資本財工業の開発，エ

ネルギー基盤の整備，インダス川水利開発事業の推進

などが課題とされた。

（注2) パキスタンにおける経済開発計画の歴史，

および個々の計画の課題・規模・実績等については，山

中一郎「パキスタンの経済開発計画一ーその経緯と課

題一一」（同編『南アジア諸国の経済開発計画』7ジ7経

済研究所 1988年〉 77～134ページを参照されたい。

（注3〕 Governmentof Pakistan (GOP〕， Plan-

ning Commission, Seventh Five Year Plan 1988-93 

& Perspective Plan 1988-2003，イスラマバード，

1988年， 21ページ。

（注4〕 向上書 27ページ。

（注5) 向上。

（注6) 長期展望計画および第7次計画に記述され

たバキスタン農業の将来展望は， 1988年3月に提出さ

れた全国農業委員会報告（GOP,:¥llinistry of Food 

and Agriculture, Report of the National Commis-

sion on Agriculture，イスラマバ一人 1988年3月15

日， 644ページ〉をベースとしている。同報告書では，

農業を改めてバキスタンの経済開発のリーディ γ グ・

セ PFーと位置づけ，その根拠として以下の 3点を指

摘している（同書記x～xxページ）。

(1) パキスタン農業は，制度的調整と技術革新とに

よって，高付加価値作物の収量増大を通じて，年

率 51,;,；の成長を持続し得る。

(2）農業部門における所得増加によって，財やサー

ピスに対する新規需要が生まれ，国民経済の他部

門の活動を誘発し得る。

ラ
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(3）羨；議および関連部門の拡大によって，価格と重量

金の安定を維持しつつ，最重言、重要な問題である雇用

の拡大を図り得る。

（注7〕 GOP, Planning Commission，前掲奮，

23～24ページ。

（注8) バキスタ γの人口自然増加率はこの20年間

増加傾向にあり，現在は年3.1（なときわめて高率であ

る。長期展望計百では，この増加率は漸次低下し，

2003年までには2.6~~，：前後の水準になると予測してい

る。しかし，その時点のパキスタンの総人口は， 1倍、

6240万に達するものとみられる。また，予測される総

人口のうち，都市人口は現在の 2倍に当たる日00万に

達するものとみられ，すでに社会経済政策上多くの問

題が生じつつある（向上書 24ページ〕。

（注9) 第6次計画期における限界資本産出係数は

2.6と推計されている。第7次計画では，この値は2.7

と設定されている。長期展望計画では，今後，新技術

の開発コストや環境保全などの課題が次第に重視され

る方向にあることから，この値を2.8と予測している

（同上書 28ぺ｝ジ）。

（注10〕第6次計画では，期間中の平均投資率は

GNP （市場価格）の15.9fな，圏内貯蓄率は同7.4l:1;;:で

あった。この結果，第6次計画期における海外資金依

存度は，パキスタ γ人海外労働者による本国送金額を

含めると， GNPの8.5~t：－に達したことになる。

（注11〕 GOP, Planning Commission，前掲奮，

29ページ。

（注12) 向上書 30ページ。

II 第7次5ヵ年計両(1988～93年〉の

構想、と課題

1. 計画の基本課題とマクロ・フレーム

( 1) 計画の基本課題

第 7次計画は，上述のように，長期展望計画の

第 l段階として位置づけられている。したがっ

て，第7次計画の基本課題やフレームワークは，

長期展望計画の枠内での部分構想と言える。

第 7次計画書は，その冒頭において次のように

述べている。「われわれは，現在のところ，より

6 

大きな社会ヴィジョンの実現からは著しく隔たっ

た立場にあることを認識しなければならない。そ

れは主として，権力と富を持った近代的エリート

層と，貧しく伝統的な一般大衆層との間で，共通

の目標についての合意を持つことが困難であるこ

とに由来している。……過去40年間に経済開発は

かなりの成果を挙げた。しかし，それは所得の不

平等を伴うものであった。……国民の大多数は経

済成長の思恵に等しく浴さなかった。貧困と繁栄

とが，無慈悲にも共存してきたのである」（注I〕と。

計画書はこのように述べるとともに，第 7次計画

の課題として，国民統合の推進，貧困の除去，雇

用の拡大，社会開発，経済自立の確保，技術の導

入と技術教育の充実を指摘し，計画期中の具体的

な個別の達成目標として，下記の諸項目をリスト

アップしている〔注2）。

(1）完全雇用の達成とくに高等教育就学者の雇用達

成を実現する。（2）適切な栄養，住宅，保健，教育，交

通その他の公共サーピスの確保を図る。（3）教育およ

び訓練による人的資源の開発を推進する。（4）外国借

款や技術への依存度を徐々に軽減することを含めて，

すべての分野にわたる自立の段階的達成を図る。（5)

投資と成長にともなう財政負担の大部分を政府財源、か

ら民間財源へと移行させるため，経済活動の一層の規

制緩和をすすめ，民間部門の活動を活性化する。（6）確

固たるフ。ログラムにもとづいて国家財政の均衡を回復

し，歳出と財源調達力との不均衡を解消するよう図

る。（7）工業政策，通商政策および為替政策によって輸

出振興を積極的に図り，輸出入のバランスを好転させ

ることで国際収支を改善する。（8）価格の安定を維持

するため，通貨発行引締め政策を続行する。

これらの達成目標を要約すると，第7次計画で

重視されている課題は，雇用の増大，社会資本ス

トックの充実，国内資金の調達，規制の緩和，財

政均衡の回復，輸出の拡大，物価の安定となる。

これらの課題は，これまでの各5カ年計画におい

て常に唱えられてきたものではあるが，第7次計
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バキ；，..タγ第7次5ヵ年計画の構想と課題

籍2表読書7次計商 (1988/89～92/93〕のマクロ・フレーム

（単位： 1987/88年度価格，億ルピー〉

I 1982／回 Il8ITT /881…2／市町ι日間九
一 『 －－－－，開明”一一一一一一一

G閉G魯海：外S：接資~~要税市金~i素場情i価絡店E酪額船周主）〉） 〉

4,490 6,180 8,468 27,441 37,465 6.6 6.5 
496 691 1,030 3,130 4,527 6.8 8. 3 

4,986 6,871 9,498 30,571 41,992 6.6 6. 7 
451 220 138 1,761 868 -13.4 -8.9 

5,437 7,091 9,636 32,332 42,860 5.5 6.3 
70 202 183 1,097 953 23.7 -2.0 

総供給／総需要 5,507 7,293 9,818 33,429 43,813 5.8 6.1 

消政民費 府間
4,650 6,170 8,136 28,300 36,709 5.8 5. 7 
586 908 1,119 3,855 5,078 9. 1 4.3 

4,064 5,263 7,017 24,444 31,631 5.3 5.9 

投 在開童民書本形＊需間
857 1,122 1,682 5,130 7,104 5.5 8.4 
764 l, 018 1,570 4,621 6,602 5.9 9.1 
471 590 865 2,719 3,678 4.6 7.9 
293 428 706 1,902 2,924 7.9 10. 5 
93 1,040 112 5,090 501 

lni. I 

15.8 15.8 17.5 15. 9 16.6 
14.0 14.4 16.3 14.3 15.4 
1. 3 2.8 1. 9 3.4 2.2 
14.5 13.0 15.6 12.5 14.4 
6.7 10.2 14.3 7.4 12.6 

限界国国尉民内督率貯貯（蓄蓄%〉 8.4 22.5 1. 9 20.9 
19.3 25.2 10.5 23.2 

（出所）第1表と同じ（324ページ巻末統計 Table6. 7より作成）。
（注） ネ対 GDP比率。

第3号祭第5次，第6次および第7次計耐の産業部
門別成長率ホ（目標値と実意義徳〕

（%〉

〈第rnls次11計1～／画83) （第19/3次ii計t-／画88) きゐ縁関

目察｜実綴 目諜｜翼線 目棟

持存者
6.0 4. 1 4.9 3.8 
7.0 4. 7 3.6 2.3 
6.8 2.8 7.0 3.6 
3. 7 3. 7 6.0 6.0 

製人小造訓規業 狭模
10.0 9.9 9.3 7. 7 
12.0 10.5 10.0 7.5 
3.0 8.4 7.3 8.4 

建設業 8.4 7.1 8.5 8.7 

商業・運輸 8. 1 7.5 7.6 7. 1 

その 他 4.9 6.5 5. 1' 7.6 

G D P 6.6 6.6 
〈要紫費用〉

（出所〉第1表と同じ（305ページ巻米統計
Table 1. 1より作成〕。

（注〉 ＊干千戸十蘭期別年平均実質成長率。

4. 7 
4.0 
5.5 
5.2 

8. 1 
8.0 
8.4 

8.0 

6. 7 

6.3 

6.5 

画ではとくに随所で，国家財政の均衡が緊急課題

として強く訴えられている点，そのための圏内資

金の動員が強調されている点，そして規制緩和政

策がひきつづき経済政策の基本理念として位置づ

けられている点，が特徴的である。

(2）計画のマクロ・フレーム

第2表は，第7次計聞のマクロ・フレームを示

している。表によると，第7次計画の年平均成長

率（GDP，要素費用）は6.si・nこ設定されている。こ

の成長率は，第5次計画から第6次計画にわたる

過去10年間の平均成長率とほぼ等しく，現実的な

目標値であると雷えよう。また第3表は，産業部

門別の成長目標値を示している。この表には，第

5次およひ・第6次計商の成長実績値も示されてい

るが，第7次計画は相対的に農業部門と小規模工

7 
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鯵 1図 5カ年計画の悶定資本投資（公共・民間）
（第2次～第7次， 1987/88年度価格〉

｛億Jレピー）
7,000 

6,000 

5,000 

4,000 

3,000 

2，。ω
1,000 

部

都
民

儲

口

閥

幽

。恥！49]H.臨~｝1
第2次第3次非計画期｛非計画期）第5次第6次第7次
1960～65 6号、70 70～78 78～83 83～88 88～93 

〈出所）第1表と同じく50ページ Table6. 4より作岡）。
〈注〉 第2次～第6次計画は実績値，第7次計蘭は計画
値，かっこ内の数字は比率（%〕。なお，（非計画期〉と
あるのは， 8カ年にわたる同期間中の悶定投資を5カ

年に換算したもの。

業部門により高い成長目標を設定しているととが

注目される。

GDPの年平均成長率6.5i:t下を達成するため，第

7 次計画では総額で7104億：＇：：~ (1987 /88年度価格〕の

支出が計上されている。この額は，第6次計画の

推定支出実績5130億？の38.5容増の規模である。

支出総額のうち固定資本投資は6602億？で、あり，

その内訳は公共部門が55.7i:ti:に当たる3678億：＇：：＂＇，

民間部門が残余の44.3(:1エlこ当たる2924億？をと予定

している。第6次計画の実績との比較では，公共

部門の伸び35.3(::;j:に対し民間のそれは53.1,t~ と，

きわめて大きい。民間部門への期待は，総悶定投

資に占める同部門の比率が，第5次（36.9f!.:i;）から

第 6次（41.2(:1,i;〕を経て第7次（44.3~1-i:）へと漸増

していることに反映されているく第 l図参照〉。

第 7次計画期の投資率（対 GNP〕は前掲の第2

表に見るように，計画最終年度までに17.5~1ぷへと

引上げる予定となっている。これは，社会主義政

策を掲げた1970年代のz・A・プット一政権期以来

の高い投資水準である。計画期中の平均値は16.6 

8 

i:ti:であり，同期の国民貯蓄率の 14.4i,~j: との差 2.2

容が投資・貯蓄ギャップとなる。仮に貯蓄率が第

6次計岡期のそれと同水準で推移した場合には，

投資・貯蓄ギャップは 4.1 ti：；：となり，海外資金へ

の依存度は大幅に拡大することになろう。

一方，回定資本投資のうち，公共部門の純支出

額3500億士官（注3）の内訳は，連邦・州政府機関に全

体の53／；与に当たる1868億？が，公企業体に残余の

1632億ゲが支出される。この3500億？の原資は，

全体の65f立に当たる2265億fが政府年次予算（外

岡借款を合む〉から， 1235億Fが公企業独自の調主主

（自己資金，銀行借入れ，債券発行，コマーシャノレ・ペ

ーノξ一等〕からとなっている。 また， 3500億？の

うち， 1260億？は第6次計画から引き締いだエネ

ルギー開発や社会資本整備などのプロジェクト

に， 2240億子は新規のプロジェクトに充当され

る〈注4）。

第2図は， 1950年代後半の第1次計画から現在

の第7次計画にいたる各計画期の，公共部門の分

野別支出配分を示している。図によると，農業お

第2図 5カ年計爾の分野別支出配分（公共部門〉
（第1次～第7次〉

60 

20 

。
第l次第2次第3次非計画期第5次第6次第7次

（出所〉 GOP, Ministry of Finance, Economic 

Survey 1988-89，イスラマバード，巻末統計
Table 13.1より作図。

ぐ注） 「SDP」は，国内の低開発地域を対象とした
「特別地域開発プログラムムまた「その他」に
は，保健・社会福祉事業などを含む。
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よび水利開発に対する支出は， 1960年代の第2次

および第3次計画期には支出総額の約半ばを占め

ていたが， 70年代以降そのシェアーは急速に低下

し，現行の第7次計画では全体の 1割強にすぎな

い12.6店ti:にまで減少している。また鉱工業の分野

も， 1970年代に入って一時そのシェアーを高めた

が，第6次計岡以降は低下している。ただこのこ

とは，農業や鉱工業における固定資本形成が縮小

したのではなく，これらの分野に対する公共投資

が相対的に縮小し，民間投資が拡大してきたこと

を反映している。この結果，公共部門支出は，エ

ネルギーや運輸・通信などインフラストラクチャ

ーの整備に向けられてきており，これに教育・訓

練，保健，住弔建設などに対する支出も加える

と，第7次計闘では広義の社会資本ストックの整

備・拡充に，公共支出総額の80／，~－；：が占められるに

いたっている。

2. 計画と国家財政

(1) 国家財政の構造

大規模な開発計画を実施するうえでの最大の問

題点は，開発所要資金の調達である。とれまでの

開発計闘でも，資金の財源をどこに求めるかは常

に大きな，そしてある意味で政治的な問題であっ

た。第7次計商は，外国資金への依存度を減ら

し，また園内での借入れを削減することを強調し

ているが，そのためには現在の国家財政のかなり

大幅な改正が必要とされよう。事実，第7次計画

の随所で繰返されている課題は，国家財政の均衡

の回復と維持である。前回の第6次計画の実績に

対する批判の 1つは，この財政の不均衡が同計画

期に拡大したとするものであった。第6次計画期

には経常支出だけで歳入総額を上回るほどになり

（第3閣参照〉，不足財源の調達のため借入れ依存

度が強まった。

パキス Fγ第 7次5ヵ年計画の構想と課題

第7次計画は，財政均衡について，「本計闘で

は，経済計岡（economic plann 

(investment programme）およひ、財政政策（govern・

ment budgeting）との間の緊密な連繋が保たれる

よう，とくに努力が払われることになろう」借り

と述べている。計画では，具体的案として，審修

品および準審修品に対し一律に消費税（consump嗣

tion tax〕もしくは売上税（salestax）を課すこと。

また徴税機構を強化し，脱税取締法を厳しく適用

すること。補助金の削減もしくは一部撤廃によっ

て財政赤字の削減をすすめる一方，公共サービ、ス

における受益者負担の原員ljを求めること，などが

主張されている。補助金の対象は，原則として新

規で基礎的な生産的投入財に限られるものとさ

れ，また主要な公企業は，資金調達を自己負担の

原則にもとづき独自に行なうよう，強く勧告され

ている他的。もっともこれらの基本財政政策は，

第5次および第6次計画においても指摘されてい

たものであり，第7次計画はいわばその延長線上

第3図財政赤字の推移

（億ルビー）

1,600 

1,200 

800 

400 

0 
1975/76 77 /78 79/80 81/82 83/84 85/86 87 ／総

（出所〕 GOP, Ministry of Finance, Economic 

Survey 1987-88，イスラマパ－ド，巻末統許
Table 8.1より作図。

9 
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第4褒関家財政の構造（第6次および第7次計画〉

~雪壬汀
I 鮮次計爾（経

一瓦7恥瓦｜ 額 ｜構成比戸額 ｜構成比l額 ｜構成比｜均伸び率（%） 

歳 入 総額 723 100.0 1,039 100.。1,180 100.。1,699 100.。 7.6 

税収 537 74.2 829 79.8 900 76.3 1,317 77.5 7.9 
92 12. 7 111 10. 7 140 11. 9 243 14.3 11. 6 
445 61. 5 718 69. 1 760 64.4 1,075 63.3 7.2 
215 29.8 334 32.2 380 32.2 480 28.3 4.8 
186 25.8 210 20.2 280 23. 7 382 22.5 6.4 

歳 出 総額 1,000 100.0 1,524 100.。1,775 100.0 2,071 100.0 3. 1 

720 71. 9 1,162 76.3 1,295 73. 0 1,584 76.5 4. 1 

日務返i済i喜 268 26.8 413 27. 1 440 24.8 510 24.6 3.0 
141 14. 1 240 15.8 270 15.2 341 16.5 4.8 
47 4. 7 58 3.8 80 4.5 55 2. 7 一7.2

社一般会 政係
60 6.0 104 6.8 140 7.9 162 7.8 3.0 
98 9.8 155 10.2 176 9.9 259 12.5 8.0 

そ の 106 10.6 193 12. 7 189 10. 7 257 12.4 6.3 
開 発 支 出 281 28.1 362 23.8 480 27.0 487 23. 5 0.3 

不 足財源 277 100.0 485 100.0 595 100. 0 372 100.。 -9.0 

園海草非外内寺銀子務調行業f違逮F併 実入
227 82.0 401 82. 7 455 76.5 220 59. 1 -13.5 
26 9.4 18 3. 7 50 8.4 10 2.7 -27.5 
79 28.5 109 22.5 95 16.4 95 25.5 0.0 
123 44.4 274 56.5 310 52. 1 115 30.9 ー18.0
50 18.0 84 17.3 140 23.5 151 40.6 1. 5 

GすDるP財同（政市赤場字価上の格比〕率に対~l 7.9 8. 7 3.9 
6.0 7. 7 7.9 3.8 

（出所〕 第6次計画：第2図と同じ（巻末統計 Table8. 1, 8. 2, 8. 3より作成〉。
第7次計画：第1表と同じ（333ページ巻末統計 Table8. 3より作成〉。

（注〉 (A）＝歳入総額一歳出総額，（鴎＝（歳入総額十公企業収益〕一歳出総額。

に，多分の危機感を伴って立案されたと言うこと

ができょう。それはまた， IMFC国際通貨基金〕が

パキスタン財政の再建策として借款供与にあたっ

て要請している一連の付帯条項とも対応するもの

である。

パキスタン財政の不均衡をもたらしている要因

の1つは，現行税制の硬直性である。同国の国家

財政は，経常予算と開発予算とに分かれている。

前者は各種の租税収入を財源として，一般行政費

や国防費の支出，および債務返済費などをまかな

うことを目的としている。後者は，経常予算余

剰，公企業余剰収益，利子・配当収入および外国

借款などを原資として，経済開発関連への支出を

IO 

まかなうことを目的としている。

第4表は，第6次計画から第7次計画にかけて

の国家財政構造の推移と計画を示している。表に

よると，第6次計画期には，税収は歳入総額の70

主立以上を占めており，さらにその80fii:以上が間接

税で占められている。間接税は，輸出入関税，消

費税，販売税などからなるが，なかでも関税の比

重が高い。関税収入は，第7次計画最終年度にお

いても，単独で歳入総額の28.3｛：立，税収の36.5(,1,j: 

をまかなうものと予定されている。パキスタン税

収の基幹が関税収入にあることは，独立以来変わ

らぬ同国税収構造の特徴である。

間接税と比較すると，歳入総額に占める直接税
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の比重はきわめて偲い。その比率は、第6次計画

の初年度に当たる 1983/84年度の 12.7院から

下降をつづけ， 86/87年度には 10.7~~i:にまで低下

している。 1987/88年度の数値が 11.9店1i:と高まっ

ているが，これは計画基準値であり，政府の努力目

標を示したものである（注7〕。直接税が，個人およ

び法人所得税ともに脱税の温床となっていること

は，パキスタンでは周知の事実である。現在のよ

うな，汚職や贈収賄が一般的な社会環境にあって

は，厳正な税の査定や徴収は不可能に近いと言え

よう。第7次計画では，直接税収入を年11.6ft:の

テンポで引上げ，計画最終年度までには税収に占

めるその比率を14.3~ti:にまで高めるよう計画され

ている。しかし担税能力のある有資産階層の抵抗

は強く，その実現はきわめて困難と予想、される。

パキスタン政府の資料によると，同国でなんら

かの所得を得ている人の数は約3040万人（1986年

時点〕いる。この数は，総人口9767万人〈同時点〉

の3分の l弱に当たり， 1世帯（平均6目 l人〉当り

1. 9人となる。このうち 13.8訟に当たる 420万人

が，課税最低慕準となる年2 万4000~0・以上の所得

者であるとされる。しかし，集計されている納税

者数は110万人であり，残りの310万人はいわば潜

在的な納税者としてとどまっている。このうち，

120万人が農業従事者であり，残余の190万人はそ

の他の職業〈主にインフォーマルな分野〉に従事して

いる。近年，パキスタンでは農業所得税の導入を

めぐって論議が行なわれているが，課税対象に

は，納税を免れている 120万人にも及ぶこの農業

高所得者層がいるのである。この層は，課税対象

となる所得者数の28.6店ti:を占め，農地総而積の41

~：i: を保有している他的。大土地所有者はパキスタ

ンの主要政治勢力であり，また現ベーナズィール

．プット一政権も地主層をその基盤の lっとして

バキスタン第7次 5ヵ年計画の構想と課題

いることから，農業所得に対する課税は容易には

実現しがたいi課題であると言えよう他的。

国家財政を支えるいま 1つの財源は，税外収入

である。税外収入には，利子・配当収入，郵便・

電信事業収入，肥料・石油・天然ガスの販売付加

収入（surchargeゅなどがある。第7次計画では，

歳入総額に 11iめる税外収入の比率を 1987/88年

の場合23.7~＇江と計上しているが，肥料販売が，政

府の規制緩和政策によって自由化されたことで，

同年度の改定予算では税外収入の比率は21.4~!,j: と

減少している。計商期を通じて，長期的には税外

収入の比重は低下するものと予測される。

一方，財政支出の規模は年々拡大してきてい

る。前掲の第4表で第6次計画期の財政支出構造

の推移を見ると，経常予算と開発予算はほぼ7対

3の比率で推移している。経常支出は，上述のよ

うに一般行政費，国防費，教育・保健などの社会

関係費，各種補助金，債務返済費，その他からな

るが，なかでも国防費の比重が著しく高く，また

憤務返済費の比重も急速に増大しており，両者で

経常支出総額の60f江近くを占めている。とくに，

巨額の国防費はパキスタンの国家予算にとってき

わめて大きな負担である。絶対額でみると，国防

費は同国の開発予算総額に匹敵する規模である。

第4図は国防費の比重をいくつかの指標で見たも

のであるが，ズィヤー前政権期には，国家予算

（経常〕に占める国防費の比率は 4害lj近くの高水準

にあり， GNPとの比較でみても 6位台にある。

第7次計画では，期間中の国防費の伸びを実質

(1987/88年度価格〕で年3毛~i: と低く設定している

が，それでも最終年度の92/93年度には，いぜん経

常予算の32.2f!i:，歳出総額の24.6fti:，そしてGNP

の5.3訴を占める水準である。 1988年暮に成立し

たベーナズィール・プットー現政権は，軍部との

1 I 
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第4図国家予算に占める国防費の比重

〈%）

40 

30 

対歳出総額

20 

10 

対GNP

1979/80 81/82 83/84 85/86 87/88 

（出所〕 第2図と同じ（巻末統計 Table8. 3より
作図〕。

対決は避け，むしろ関係改善に腐心しており，軍

関係予算の削減は困難な課題となっている。

拡大の一途を辿る不足財源を賄うため，パキス

タンは国の内外にわたる資金調達に腐心してお

り，外国援助や園内での銀行借入れに加え，コス

トの高い各種政府債券〈注lめの発行による資金調達

のウェイトが年々高まってきている。計画では，

財政再建をめざし，期間中の歳入の伸びを， GDP

の伸びを 1.l 店~j: 上回る年 7. 6f立と設定し，なかで

も直接税の伸びを11.6与と高く予定している。間

接税については，輸出関税収入は横ばい，輸入関

税収入は 5.6 ~！，j:増と仮定し，とくに販売税の伸び

を年22.8~！，j: と大幅に見込んでいる。また支出面で

は， 計画期間中の経常支出の伸びを GDPの成

長率を大きく下回る年4.H！不と設定し， とくに一

般行政費と国防費の伸びを 3.0容に抑えるととも

に，補助金は年マイナス 7.2店1j:の削減を行なうと

している。計画どおりとすると， 1984/85年度に

マイナスに転じた経常予算収支が 90/91年度から

再び黒字に転換し，この結果，総合収支の赤字は

第7次計画の最終年度には歳入総額の21.9店tj:にま

で縮小することになる。非銀行借入れも，年々大

I :Z 

幅に縮小し，海外からの借入れも年率 1.5右~j: 程度

の拡大に抑えることができる。

このようなシナリオが実現するか否かは定かで

はない。しかし，適切な対策がとられなければ事

態はきわめて憂慮すべきものとなる。計画書で述

べられている個別の対策（注11）は抜本的なものでは

ないが，売上税の適用範囲拡大と受益者負担の原

則を強く主張したものとなっている。計預iの諸対

策が具体的に実行されれば，現行の財政赤字は既

述のように第7次計画中に縮小され， GDPに対

するその比率も1987/88年度の基準値7.9ftj:から計

画最終年度までに3.8(d,j:へと低下することになる。

しかし，計画書が危倶するように，仮に計画期中

の歳入の伸びが年4.8 ftj:と低く，一方で経常支出

の伸びが年6.5 主t:とすると，経常予算の不足額は

計画最終年度には312億タ(1987/88年度価格〉，開発

予算も含めた不足財源総額は 799億？にもなり，

赤字国債の発行額は498億ツ（5年間では2171億二つ

となる。それは，「明らかに維持不可能な」世間

事態である。

(2）所得と貯蓄

開発資金の国内財源は，基本的には貯蓄から生

みだされる。しかしパキスタンでは，圏内貯蓄率

がきわめて低く，経済開発の推進にあたって外国

資金の導入に依存する体質が強められてきた。

第5図は， 1970年代初頭から最近までのパキス

タンの投資率と貯蓄率の推移をみたものである。

図によると，園内貯蓄率（対GDP比〉は1980年代半

ばまでは年平均で 6主tj:台の水準で推移している。

投資率（対 GNP比〉の平均水準 16(d,j:に比べ， 約

lOi,t:の聞きがある。ただこの間，海外からの所

得移転（その大部分はパキスタン人出稼ぎ労働者の本

国送金〉の流入がみられたことで， 1970年代半ばか

ら80年代半ばにかけての国民貯蓄率（対GNP比）
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バキ 7,タン第7次5ヵ年計画の構想と課題

第5図投資率と貯蓄率の推移（1972/73～87/88年〉

（%） 
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〔出所〕 State Bank of Pakistan, A抑 制JReport 1987-88，イスラマパード，

巻末統計 Table11. 6より作図。

でみるとその平均水準は約12容となり，投資・貯

蓄ギャップは約H立と縮小する。近年は，圏内貯

蓄率が上昇傾向を示しているが，一方で，海外送

金が急速に減少に転じている。第 7次計画が予定

するように，投資・貯蓄ギャップを縮小し外国資

金への依存度を低下させるためには，園内貯蓄率

の一層の引上げが必要となる。第7次計画のフレ

ーム・ワーク（前掲第2表参照）では，最終年度の

限界国内貯蓄率は25.2~i;: と設定されているが，こ

の値は， 第6次計画の最終年度 (1987/88年度〉の

推定値19.3店1~に比べ 6 店立も高めの設定であり，計

画どおり貯蓄率の上昇がみられるかは，かなり疑

問であると言える。

貯蓄率の引上げのためには，人々の貯蓄行動に

対するさまざまな政策的インセンティブの提供が

必要となろう。パキスタンの民間貯蓄の約88~1~は

家計収入から生まれているが，伝統的な社会にお

ける消費パターンを変化させるための課税政策や

価格政策の組合せが必要である。また，政府部門

の貯蓄の拡大のためには，公企業経営の一層の効

率化が不可欠である。しかし，一般大衆のもとも

と少ない所得のなかから，さらに貯蓄を生みだす

ことは容易ではない。この一方で，高所得者層の

消費行動は輸入外国製品への噌好をますます強め

ている。耐久消費財の多くは輸入禁止か禁止的な

高関税が課されているが，さまざまな形の密輸入

〈その多くは不法なブラック・マネーによる〉は後を断

たない。

パキスタンにおける所得分布の実態を正確に知

ることは難しい。第6図は政府資料によって，

1960年代半ばから80年代半ばにかけての，世帯階

層別の所得構成比の推移を見たものであるが，そ

れによると，この間の構成比の変動幅はきわめて

わずかである。ただ傾向としては， 1960年代半ばか

ら70年代初頭にかけて，全世帯の40毛i;:を占める低i

所得層のシェアーは若干上昇し， 20容を占める高

所得層のそれは若干低下している。しかし， 1970年

代以降，低所得層のシェアーは再び低下に向かい，

一方で、高所得層のそれは上昇に転じている。また

中所得層のシェアーは， 1960年代末より低下傾向

I3 
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第6図世帯階層別所得構成比の推移

40 

20 

0 
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（出所〕 GOP,Ministry of Finance, E抑制:ic

Survey 1986-87，イスラマパーに 5ページの表
より作図。ただし 1984/85年度のデータは，第 l

表と同じ資料（35ページ Table5. 2〕より作図。

をつづけている。こうした階層別の所得分布に関

するパターンは，ジニ係数を使った分析結果でも

示される（注目〉。

もっとも，所得階層別のシェアーに見られるこ

うした相対的変化の一方で，絶対額でみたパキス

タンの 1人当り所得や生活水準は，経済成長に伴

って持続的に上昇してきた。人口の絶え間ない増

加にもかかわらず，農業生産の拡大によって食糧

や衣類の消費量は増えつづけており，カロリー摂

取量からみた絶対的貧困層の存在は大幅に縮小し

た。 1960年代末から80年代半ばにかけて，貧困ラ

イン（1979年価格でみた世帯当り収入が月700士つ以下

の階層の割合は， 65：，；下から40広へと減少し，この

最貧層を除いた一般低所得者層の平均所得も20：，；~

増加した。所得分布の不平等が徐々に拡大する一

方で，貧困層が大幅に減少している現象につい

て，計画書はその 1つの理由として，パキスタン

人出稼ぎ労働者による莫大な本国送金の流入と，

一方で労働力の流出に伴う圏内労働賃金の上昇が

起こっている点を指摘している。とはいえ，所得

14 

の伸びは低所得層よりも高所得層においてより大

きいことが注目される。第7図は1970年代末から

80年代半ばにかけての，都市と農村における所得

階層別の所得の伸びをみたものである。図による

と，同上期間に，都市高所得層と都市低所得層の

所得比は9.2倍から9.7倍に，また農村高所得層と

農村低所得層のそれも6.5倍から7.4倍へと拡大し

ている。計画書自体も指摘しているように，「開

発の恩恵は，より豊かな階層により多くをもたら

した」〈注14〕のである。

所得分配の公正を図る直接的な対応策の 1つ

は，資産の再分配であろう。パキスタンではこれ

まで，土地制度改革（1959年， 72年， 77年〉と産業

国有化（72年〉が実施されたが，所得分配に及ぼ

した効果という点ではかならずしも有効ではな

く，マージナルなものでしかなかったといえよう

〈注目〉。 1977年 7月に登場したズィヤー前政権は，

土地制度改革や産業国有化の実施を否定する立場

を鮮明にしたが，ベーナズィール・ブットー現政

権も，基本的には土地制度改革や産業国有化を否

定する意向を示している。計画書は，「少数の者

第7図所得水準の変化（1979,84/85年〕

（ルビー）

10,000 

1,000 

100 
1979 

都市・高所得 7,812

810 

84/85 

（出所〉 第1表と同じ（36ページ Table 5. 3より
作図〕。
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の手に土地と生産施設とが集中したことは，所得

の不平等分配を招いてきた。最下）磁の40f紅の世帯

が土地の10~1；と所得の20訟を所有しているにすぎ

ないのに，最上層の20容の世帯が土地の57~~；と所

得の50f与をねているJ（注16）と述べているが，新た

な資産分配政策の実施は求めてはいない。国内の

所得格差が是正されれば，人々の消費と貯蓄の行

動に新たな変化が期待できるかもしれない。しか

し，所得の再分配は，経済的な問題であるよりも

多分に政治的な課題なのである。

3. 国際収支と外国援助

(1) 国際収支

開発資金の調達に当たって，瑚税や資産の再分

配のための制度改革など抵抗の多い，そして多分

に政治的な施策を強行するのに比べ，輸出拡大に

よる資金調達はより緊張の少ない，有効な手段で

ある。

パキスタンにおける近年の国際収支の推移をみ

ると，第6次計画期には，輸出入とも目標値を下

回ったが，とくに輸入の伸びが著しく低かったた

め，貿易収支の赤字幅は計画初年度の33億2000万

恥から最終年度の25億6000万戸ルへと当初予測の70

i:1+減となった。この間，輸入額に対する輸出額の

比率は， 44.5i:1j:から63.11:~j:へと高まった。第 7 次

計画では，ひきつづきこのトレンドが維持される

よう計画されており，計画最終年度の 1992/93年

度には，この比率は79.6i,1平にまで高まり，輸出入

のギャッフ。が大幅に縮小すると計画されている。

貿易収支の改善とは対象的に，貿易外収支につ

いては，第6次計画の実績は大きく予測をはずれ

るものとなった。もともと第6次計画では，海外

からの送金額を第5次計画期の上昇トレンドの延

長線上に予測したため，年率lOi:t:の増大と見込ん

でいた。しかし，中東産油諸国における財政事情

バキスタ γ第7次5ヵ年計画の構想と課題

の悪化から，パキスタン人出稼ぎ労働者の雇用が

減少し始め，計画で予測された本国送金額は計画

期間中に27億4000万円レから20億立へと，逆に年6

4立以上のマイナスの伸びとなった。

8図は，ズィヤー前政権が登場した1977年か

ら，第5次および第6次計画を経て，現行の第7

次計画に至るパキスタンの輸出入貿易と経常収支

の推移（実績と予測〕を示している。闘によると，

貿易収支の改善にもかかわらず，海外からの要素

所得移転（その大部分は出稼ぎ労働者の本国送金〉の

減少によって，経常収支の赤字は高水準である。

ちなみに，第6次計岡最終年度〔1987/88年度〕のそ

れは16億8000万円レの水準であり，計画期間中の累

積赤字は63億1000万なであった。

第7次計画では，国際収支に関しては，第6次

計四の尖績と国際経済環境の見通しをもとにし

て，第6次計画よりも低めの成長予測を立ててい

る。それは，海外送金の拡大や交易条件の好転に

大きな期待が持てない一方で，債務返済費の増大

や先進国市場をめぐる途上国聞の輸出競争の激化

が予想されるためである。ただ第7次計画は，国

際経済の成長については長期的に漸増トレンドを

たどるものと予測している。すなわち， 1980年代

末から90年代半ばにかけて，先進工業諸国の成長

率は2.5i:＇なから 3.7(ti:へ，また発展途上諸国のそれ

は3.5~~j:から6.0容へと高まり，世界貿易は 5.5容

から 6.Oi:;j:に拡大し， なかでも途上国からの工業

製品輸出は6.5i:1；からs.oi；へと増大すると予測し

ている（注17）。計画書は，パキスタンがいかに自律

的に貿易政策を立て，輸出振興策を図っても，基

本的には国際経済の動向いかんに大きく制約され

ることを認識しており，その意味で，上記の国際

経済のマクロ予測は，第7次計画のマクロ・フレ

ームの震要な前提となるものである。どこの前提に

Zラ
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第8図輸出入貿易の推移（1977/78～1992/93年）

(100万ドル）
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トー第7次計爾予測ー叶

所得移転

輸入

83/84 92/93 

（出所〉 第2凶と同じ（巻末統計 Table10.1）および第1表と同じ資料（350ページ
巻末統計 Table9.11〕より作図。

立って，第7次計画では，同国の輸出が年率12.6

もti:，輸入が同8.0 ;;i;で拡大するよう構想されてい

るのである。上掲の第8闘によれば，貿易収支の

赤字幅は年々縮小し，計画最終年度のその額は20

億ドルを下回り，第5次計間発足時（1978/79年度）

の水準にまで減少するものとされている。また図

にみるように，第7次計画でi土出稼ぎ労働者の本

国送金額は，名目で横ばい（実質で年3.sii:減）と予

測されている。計画では，中東産油国における労

働需要とくに熟練労働者や専門技術職に対する需

要はひきつづき存在しており，こうしたニーズに

合わせた労働力輸出政策を立てていくことで，送

金額の急激な減少は阻止しうるとしている。つま

り，出稼ぎ労働者の 1人当り賃金水準の上昇によ

って，帰国労働者の増加に伴う送金額の減少は抑

制され，送金額は期間中大幅な減少を示さないも

のと予測されているのである。

一方，国際経済の成長予測やパキスタンの輸出

16 

入貿易，海外送金，経常収支などの推移に関する

マクロの予測と並行して，第7次計画は，同国の輸

出入政策として農産物の輸出拡大や市場機構を重

視した下記のような基本戦略を掲げている惜18）。

(1）パキスタン経済の比較優位部門である農業部門

への挺子入れを一層強化する。具体的には，単位当P
収量の増大や海外市場のニーズに応じた品種・品質の

確保に努め，とくに高付加価値農産物の輸出を図る。

(2）工業部門では，国際競争力の強化のため，園内市場

での競争原理や市場機構にもとづく価格形成を重視

し，そのための諸規制の緩和を一層推進する。（3）エネ

ノレギ一部門では，圏内エネルギー資源の開発を一層推

進することで，自給率を高め，エネルギー資源の輸入

圧力を緩和する。（4）輸出拡大のための適切な貿易政

策を立てる。

上記のうち，（4）貿易政策については， 1987年 7

月に発表された新政策（鈎年6月に至る 3カ年間有

効〉によると，基本的には，種々の優遇措置を骨

子とする輸出政策と自由化を骨子とする輸入政策

が，強く反映されたものとなっている（注問。
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パキスタンの主要な輸出商品は，伝統的な一次

産品である原綿，魚介類，米，綿糸布，皮革，カ

ーペットなどであり，これに1980年代に入って伸

びの著しい既製服輸出が加わる。第7次計画で

は，輸出構造的には，綿を中心とする繊維原料お

よびその加工品の輸出比率が若干低下し，輸出商

品の多様化がすすめられる方向にある。ただ工業

製品輸出については，中核となるのは依然繊維製

品であり，海外市場での高級化志向に合わせた品

質の向上がますます要求されるものと考えられ

る。現在ノfキスタンの輸出先の半ば以上は所得水

準の高い先進資本主義市場であり，品質向上によ

る付加価値の増大の必要性は大きい。計画書で述

べられているように，「パキスタンは，現在の輸

出単価を主要市場における競争諸国の平均単価に

近づけることができれば，現行の割当て制の下で

その輸出稼得額を 3倍に拡大しうる」位20）可能性

があるのである。しかしパキスタン工業は，計画

書も指摘しているように，繊維産業など一部の消

費財部門を除き，「手厚く保護された非効率的な

輸入代替の分野での生産であって，輸出競争力を

持った生産性の高い工業ではない」（注21）のである。

とくに高度技術分野の工業化は，これからという

段階である。 1984年の産業政策声明も，工業製品

の輸出振興を唱え，つぎのように述べている。

「（わが国の一一引用者〉工業化の次の段階は，工業

の基礎的競争力の強化にある。それは，関税制度の

合理化，工業の近代化，品質管理，標準化といった

手段によって行なわれるべきものであれ脆弱性

や非効率性を温存したまま，過度の保護を与える

ことで得られるものではない。端的に言って，わ

が国が現在必要としているものは，『輸出主導工

業化』（export長 d industrialization）である」惟22)

と。パキスタン工業が輸出指向を強め，国際競争

パキスタソ第7次5ヵ年計画の構想と課題

カを強化していくための前提は，後述するよう

に，規制緩和の推進，市場機構の重視，競争原理

の導入であろう。これらの課題の実現いかんは，

第 7次計画ひいては長期展望計画の成否を左右す

る重要な条件となるものと考えられる。

なお輸入については，第7次計画は，経常価格

でみた伸び率を年8.Oid,"j:，実質（1987/88年度価格〉で

は年4.5/l"j:と予測している。これは，計画の GDP

の伸び率が年6.5毛立であるので， GDPの伸びに

対する輸入の弾性値を 0.7とした値に相当する。

すなわち第7次計画では， GDPの伸びに対して

相対的に輸入抑制が強く打ち出されている。前掲

の第8図に示されるように，経常価格でみた輸出

の伸びを年12.6/l"j:，輸入のそれを 8.0 id,"j:と設定す

ることで，計画最終年度までに現在の大幅な入超

状態が改善されると見込まれている。ただ，貿易

収支の改善計画が予定どおり実現するためには，

圏内生産力の拡大と結びついた選択的な輸入政策

が不可欠であろう。単なる輸入自由化では，輸出

入のギャップ’は縮小するよりも，拡大する恐れ大

であるからである。

(2）外国援助

輸出入のギャップが仮に計画どおり縮小しで

も，海外送金の停滞による貿易外収入の減少によ

ってパキスタンの経常収支の赤字幅は，絶対額で

は漸増をつづけることになる。その累計額は27億

円レである。これに各種借款の元利支払い額87億な

を加えると総額で 114億ドルとなる。さらに， 9週

間分の輸入代金に相当する外貨準備のための12億

九を加算すると，第7次計画で必要となる海外資

金は総額で 126億ドルとなる。この 126億乍の調達

は，計画では全体の 8l主~"j:に当たる 102億ドルが公的

外国援助資金で， 7億なが民間長期資金で，そし

て17億らが民間中短期資金によってまかなわれる

17 
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ものとされている位向。第7次計画の資金構想で

は，いぜんとして，多額の外罷資金のlim:l:R幻 2前提

とされている。

少ない潤民貯蓄を補い，開発資金をまかなうた

め（いわゆる投資・貯蓄ギャップを埋めるため），パキ

スタシは独立寵後の1950年代初頭ょに卒くも外

留援助資金を導入し始めた。とくに，アメリカを

や心とする西側諸国からの援助資金の導入が新国

家の総合開発計画にリンクされ，その開発所要資

金の不可欠な一部として組み込まれるようになっ

たのは， 1950年代半ばに着手された第I次5カ年

J計画期からである。そこには，朝鮮戦争後の東西冷

戦のなかで，パキスタンがアメリカを中心とする

西側陣営の戦略基地の 1っとして急速に重要性を

増していったという政治的背景がある。 5カ年計

調開始以前の時期の援助（約束）額は総額で3龍

3700万ドルの規模であったが，第 1次計額i期に10億

円レを超え，ついで1960年代の第2次および第3次

計画期には，それぞれ約30億ドルの規模にまで拡大

した。東西ノfキスタン分裂後のー約8年間にわたる

「非計画期」にも，援助資金の導入はすすめら

れ，その額は70億乍に迫る規模となった。 1977年

にズィヤー前政権が登場し，改めて5カ年計画が

援活されたが，同政権下の第5次計画期には，外

国援助の規模は70億ドルを上回り，さらに第6次計

調期には 1加億なに達する水準にまで拡大した。

この間，パキスタンに対する援助供与国・機関

も，しだいに多様化してきた。大別すると，西側

先進工業諸国を中心とする対パ漬権国会議（Aid

to Pakistan Consortium）諸国と国際金融機関，主

として社会主義諸国を中心とし，一部西側諸国も

加わった非債権国会議（Non-Consortium）諸国，

そして1973年の第 1次石油危機以降，経済的発言

力を増してきた中東イスラーム諸国，の 3つのグ

18 

ループに分けられよれこれら 3グループ。のうち

では，対パ債権国会議を通じる援助が最も大き

く， 2国間援助と国際機関を通じる多国間援助の

総合計額のほぼ80i:t:を占めている。

流入する多額の援助資金を，贈与部分と借款部

分とに分けてみると， 1950年代にあっては贈与部

分の比率は70～80苦手の水準であったが， 60年代に

入って開発計画が大規模化し，所要資金額が多額

になるにしたがい，借款の形をとった有償援助が

主流となった。贈与比率は， 80年代に入って，ア

フガン難民のための救済援助が加わったことで若

干上昇しているが，これを除けば全体としては依

然低下傾向にあり， 88/89年度の場合その比率は

2lf~ となっている（注24）。

このようにパキスタンは， 1950年代の初頭から

80年代の末にかけての約40年間に，単純累計額

（成約額3で，贈与と借款を含み， 366億4200万ドル

の外国援助資金を導入した。ただ，このうち実際

の供与済み額は273億8700万円レ（現地通貨での返済

可能額7億お∞万与を除く〕であり，成約額の約75f立

となっている。これら援助資金の拡大は，一方で元

手出屋、済の負担をパキスタン経済に課すことになっ

た。1950年代半ばから始まった返済の金額は，60年

代に入って急速に脹らみ， 67/68年度には 1億ドル

を超え， 78/79年度には 4億ドル，そして86/87年度

には10億ドルの大台へと，増加をつづけている。こ

の返済額の半ば以上は利子返済であり，その額は

1988/89年度の場合，推計額で4億6200万なに達

している。この元利返済額を，パキスタンの輸出

額および総外貨穣得額に対する比率（いわゆるデ

ット・サーピス・レシオ）でみると， 第9図のよう

である。かつてパキスタンでは，輸出が喰ーの外

紫稼得源であった。輸出額を基準としたデット・サ

ービス・レシオは， 1960年代に入るとともに2桁
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パキスタ γ第7次 5ヵ年計画の構想と課題

第9図債務残高と返済比率の推移
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（出所〕 第2図と同じ（巻末統計 Table10. 2および Table11. 3より作図〕。

台に乗り，危機的ラインと言われた20店：－；：を超えて

上昇をつづけた。 1965年の印パ戦争後，アユーブ

政権に対する批判が噴出し，ヤヒヤー・カーン

(Yahya Khan〕政権が登場した 69/70年度には，

その比率は52.1容という空前の水準に達した。そ

の後，第 1次石油危機を契機にパキスタン人労働

者の中東産油国への出稼ぎが起こり，海外からの

本国送金の急増によって，総外貨稼得額を基準と

したデット・サービス・レシオは大幅に低下する

にいたった。しかし，近年はふたたび上昇トレン

ドにある。ちなみに， 1988/89年度のデット・サ

ーピス・レシオをみると，輸出額の26.4~立，海外

送金額を含めた総外貨縁得額の15.5~t下を占めてお

り， GNPに対する比率でも2.8ib－；：の水準にある。

出稼ぎ労働者の数が減り，本国送金額が減少傾向

を示し始めた現在，パキスタンのデット・サービ

ス・レシオは長期的には漸増を続けていくと思わ

れる。このように，パキスタン経済は，毎年の輸

出額の4分の 1以上を，債務の返済に振り向ける

という状態がつづいているのである。

この援助資金の導入と返済負担との関係は，資

金の実質受取り額の減少という形でも問題となり

つつある。第10図は，援助資金の流入額と，一方

における元利返済額の推移をみたものである。図

によると， 1960年代初頭にあっては，援助流入額

もわずかであったが元利返済額む少なく，差引き

純流入額は高い水準を保っていた。ちなみに1960

/61年度の場合， 援助の粗流入額3億4200万ドルに

対し，元利返済額は1700万なであり，純流入額は

3億2500万ドルであった。純流入額を粗流入額で除

した純流入額（受取〕比率は， 95~t下と高い値を示

している。この比率は，年を追って下降し， 1986/

87年度には21.3ibi: （アフガン難民救済援助を除くと

13. 2f切にまで低下し，流入する援助資金の大部

19 
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第10図援助純受取比率の推移（19印／61～88/89年〉
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（出所）第2図と同じ（巻末統計 Table11. 3および Table11. 6より作図〉。
Cr主〉 援助受取額にはアフガン難民救済援助を含まず。

分が過去の債務の返済に凹されるという事態にな

った。ただ，その後は援助流入の伸びが返済を上

固にとくに 1988/89年度の場合，援助実施額が

大幅に伸びたことにより，この純流入比率は51ft:

にまで回復している。これは，ベーナズィール・

プット一政権の登場により，パキスタン政治の民

主化の方向が強く印象づけられたことで，これを

好感した西側諸国の「支援」援助が増大したため

とみられる。 1988/89年度には，援助成約額は単

年度では同国史上初めて30億凡を超え，また実施

額も初めて20億ドルを超えるにいたった。パキスタ

ンは，同年度の当初予算では外国資金の調達を19

億100万九と計上していたのであり，実績は予定

を4倍6300万ドIvも上回るものとなった位向。

しかし，この聞にも，未返済部分に当たる対外

債務残高は間断なく増大をつづ、けている（前掲第

9図参照〕。ちなみに，東西ノfキスタンが分裂した

年である1971年の時点では，債務残高は38億ドル，ま

たズ、イヤー前政権が成立した77年 7月の時点では

20 

63億ドルであったが，現時点、（89年央現在〉の債務

残高は約140億ドル（推計値）に達している。 ζ の額

は，同年度の同国の輸出総額の約4倍強， GNP

の約3分の lに当たる規模である。しかも，パキ

スタンはこれまでに，数度にわたり債務返済の繰

り延べ措置付スケジューリング）を要請してきた。

とくに，バングラデシュ成立直後の1970年代初頭

の混乱期には，旧東パキスタン時代の債務の引継

ぎをめぐって，援助諸国・機関との折衝が行なわ

れ，返済の猶予と新たな救済援助の取り決めが行

なわれた。1980年代に入ってからは，国際収支改善

のための構造調整融資（SAL）が行なわれるよう

になり，新規の借款に当たって世銀や IMFから

さまざまな付帯条件が付されるようになった。現

行の第7次計画の基本路線は，多分に，これら国

際機関の「意向」を反映したものとなっていると

言えよう。

しかし，莫大な外国援助の導入にもかかわら

ず，パキスタンの国際収支は基本的には改善され
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ていない。パキスタンは，たしかに，外国からの

資金導入によって国民経済の開発を推進してき

た。あいつぐ 5カ年計画の策定と実施は，同国の

経済構造の近代化と生産力の拡大・強化を｜司ざし

たものであり，究極的には経務の自立を達成する

ことにその主たる目標がある。しかし現実には，

経済開発の進捗にともない，外国援助への依存度

はますます探求り，債務残高は限りなく増大をつ

づけているのである。

4. 計画と規制緩和政策

経済開発をすすめるうえでの政府と民聞との関

係は，多分にその政権の性格を反映したものとな

る。 1960年代のアユーブ政権期にあっては， I両者

の協調路線がとられ，新興の産業資本家層に多く

のインセンティブが提供された。 1970年代前！＼主の

Z•A• プット一政権期には社会主義政策がとら

れ，政府部門は著しく肥大化し，民！日jの投資マイ

ンドは冷却した。 1977年から88年にわたるズィヤ

一政権期には，政府部門の縮小が図られ，一部固

有解除や民間資本の活動に対する諸規制の緩和が

すすめられた。

民間資本の活動域l!:拡大しようとするズィヤー

前政権の基本方針は， 1978年に着手された第5次

計画にいち早く反映されたが，それが具体化され

たのは第6次計画期に入ってからであった。第6

次計問書は次のように述べている。「第6次計画

の基本的枠組は，国民の創造的エネルギーの解放

に依拠している。計両は，既存の経済的諸規制や

統制を大幅に緩和するという大枠の下に構想され

ており，規制緩和によって民間の個人や機関が経

済開発に全面的に参加しうるよう，そのエネルギ

ーを解放するこ二とを意図している」悦26）と。そし

て，自ら「規制緩和は計画の『原動力』（primum

mobile）」位27）と規定したのである。

パキスタソ第7次5ヵ年計画の構想と課題

第7次計画書も，この点について下記のように

述べている。「第6次計岡ではレツセ・フヱール

思想、が採用され，国家の役割は，民間主導の経済

活動の推進役として，あるいは民間資本の進出が

行なわれない場合の投資主体として限定された。

事実，第6次計画の中心テーマは，規制緩和（de-

regulation〕と民営化（privatization）にあった」（注28)

と。すなわち， 第6次計岡の基本戦略は，「漸進

的な規制緩和政策によって，民間資本の自信回復

を図ることにあった」惜別のである。第7次計画

はコマィヤー政権期に立案されたものであるが，ぺ

ーナズィール・プットー現政権も，固有化の否定

や民間資本の役割りの重視など，恭本点ではズィ

ヤー前政権期の路線を踏襲する方向にある（注30）。

パキスタンでは，政府と民間資本の役割分担に

関しては，独立直後に発表された「1948年産業政

策声明」（Statementof Industrial Policy〕崎町以

来，その時々の政権によって基本方針が表明され

てきた。ただ基本的には， 1970年代前半期のZ・

A・プット一政権期を除き，民間資本の役割を重視

する政策が受け継がれてきた。第7次計凶おは，

政府と民間資本の役割分仰について，次のように

明確に述べている。すなわち，「わが国では，憲法

上，法制上および行政組織上，政府が経済成長率

になんらかの影響を及ぼしうる範囲は限定されて

いる。それらは，公共部門における政府投資の規

模と配分，投資・生産・貯蓄にインセンティブを

与えるような価格および租税政策，そして効率的

な市場機構の維持，などである。民間資本の投資

活動の大部分は，政府の直接的な影響外にある」

（注32）と。また，つぎのようにも述べている。「経

済開発の分野においては，政府の役割は今後は受

動的なものとなり，市場機構が有効に機能しえな

い分野に限定されてくることになろう。政府は，
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固定資本形成における政府部門と民間部門
の比率の推移 (1963/64～92/93年〉

第11顕

（%） 

100 

80 

ω 

40 

20 

工業開特定の有望な産業に支援を与えることで，

発を望ましい方向に誘導する役割のみを持つこと

人的資源の開発や，技術・

研究開発，社会経済的な基盤整備，労働問題とい

った事項は，ひきつづき政府の責任事項である。

また，各経済分野のエネルギーの確保，バランスの

とれた地域開発，中小企業の発展なども，政府が

果たすべきその他のやj主的な役割である」悦33）と。

このように，政府および民間資本の役割と機能

になろう。もっとも，

0 
1963/64 92/93 71/72 77 /78 88/89 

（出所〕 第2図と同じ（巻末統計 Table2. 8）お
よび第 l表と同じ資料（324ページ巻末統計
Table 6. 7）より作図。

公共部門

投資は社会的間接資本の繋備を対象とし，その他

の分野に対しては民間資本の投資機会を拡大す

に関する第7次計画舎のコメントには，

ひきつづて現在に至っている。第7次計画では，

きこのトレン Fが延長されている。計画のさまざという第5次計商以来の基本政策が反映され

ているo ~11図は，パ干スタンの固定賢本形成に

る司

上に位置づけられており，資源の配分と利用およ

び生産効率の向上を図るため，経済活動にかか

わる諸規制の撤廃や緩和が推進され，一部公共部

門分野（高速道路，空港，電力開発・送電，社会福祉

なのへの民間投資も認可される方向が示唆され

こうした基本方向の延長線まな規制緩和政策は，

おける政府と民間の投資比率の推移を，時系列で

見たものである（前掲の第l図は，この投資比率の推

移を5カ年計画期ごとに区切って描いたものである〉。

民間投資のシェアーは1960年代にあ図によると，

ている。

第5表は，この第7次言十両iの民間投資計画（19府7/

70年代に入ってブッ

ト一政権期の社会主義化政策の下で大幅に縮小

つては50f与を超えていたが，

ズィヤ一政権登場後再び上昇トレン戸に転じ

l¥:,i1c~~I~羽ぷl青海
第5l;!変

し，

p;j 

38802020 593 
AU1 

農 業 74 87 106 3.2 4目。 419 504 50 

製 造 業 73 147 202 15. 1 6.5 625 875 257 

大 規 模 55 122 142 17.4 3. 1 519 658 230 

規 模 18 25 60 7.0 18.8 107 217 27 

エネノレギー 114 322 290 

運輸 ・ 通 信 55 81 16.2 8.0 219 337 17 

住 宅建設 94 152 3.5 9.9 434 637 5 

サー ピ ス 等 40: 45 52 2.0 3.0 205 250 

2,295 l
 

nu 
ワムC

り合計｜却31 制 I 106 I 1. 9 I 10. 5 I 1, 902 I明 41

（出所） 第1去と同じ（巻末統計 Table10. 3, 10. 4，および10.5より作成〉。
（注〉 本第6次の数値は推定実績。
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88年度価格）の具体的内容を示している。表による

と，民間投資は総額で2924儲？であり，期間中年

率で10.Mj:の拡大が見込まれている。また，童寄金

のうち圏内調達が2295億？，海外調達が629億？

となっている。投資対象は，農業部門（トラクタ

ー，管井戸，脱穀機，ミルク処理プラント，養鶏場なめ

に総額の17.3~1j:，工業部門（大規模工業〔繊維，セ

メント，砂糖，ジュート紡綴，苛性ソーダ等〕，および

小規模工業〕に29.9立j:，エネルギ一部門に11.5¥:!,j:, 

住宅建設に21.7{,tj:，運輸・通信部門（具体的にはト

ラyグ，パス，軽商用車などの陸上遼翰機探〕に11.5~j: 

が向けられている。第7次計画では，保健・廃

療，教育，発電，道路運輸など，これまで公共部

門の担当であった分野への民間投資が予定されて

いることが注目される。

また第7次計画では，小規模工業への投資比率

が高く設定されている。小規模工業は業種が多く

製品も多様であり，小資本のため法的規制も大企

業に比べ緩やかであり，新規に参入しやすい。ま

た大規模な技術移転も必要とせず，投下資本額が

少ない割には雇用効果が大きい。しかも，今後ノξ

キスタンの某幹産業の補完部門として各種部品の

供給が期待される部門である。なかでも，パキス

タン製鉄（PakistanSteel Mills〕の製品を使用す

る関連産業とくに機械工業の開発が重視されてお

り，輸出加工区や工業団地の造成・再編，財政上

の優遇措置などの検討がすすめられている。

しかし第7次計画書：は次のように述べ，民間工

業投資の問題点を指摘している。すなわち民間投

資は，「全般的に高い伸びという印象にもかかわ

らず，第6次計画で明記された重点部門や，その

後表明された産業政策声明に沿ったものではなか

った。新規投資は，その大部分が輸入代替工業や

消費財工業に向けられた。これらの工業は高率の

バキ~， γ第 7次 5 ヵ年計画の構想と課題

関税保護を受けており，所要資本も少なし利益

率も高い。輸出指向工業や基礎機械工業の開発は

不十分なものであった。また民間工業投資は，圏

内の工業的後進地域には向けられなかった。税制i

上の優遇措置に支えられただけの小規模な工業団

地政策は，必要な諦設備などインフラストラクチ

ャーを欠いたままでは，有効ではないことが分か

ったのである」（加のと。

民間投資に対しては， 1984年の産業政策声明の

発表後，いくつかの奨励策が導入されている。た

とえば，事前に許可を必要とする「特定工業j

(speci五edindustries）に関する投資認可額の限度

は，従来の6000万士ピから1984年の 3億？を経て，

87年には5億F，そして89年4月の新産業政策で

は10億？にまで引上げられた。また，認可を必要と

する業種数も縮小された。一方，小麦や砂糖の配給

制は撤廃され，価格統制もセメント（1984年），食

用油（86年〉，窒素肥料（87年〕の順で解除された。

民開業者によるセメントの輸入もすすめられてい

る。税法上も，贈与税の廃止，法人税の最高税率

の引下げ，配当諌税の撤廃など，民間資本への優

遇措置が講じられた。 1987年の新貿易政策では，

輸入禁止品目リストから新たに 136品目が除外さ

れ，制限品目からも10品目が減らされた。

こうした流れに沿って，民間資本に対する第7

次計画の基本政策は，（1）経済の自由化を一層推進

し，（2）固有企業の民間への返還・移譲を促進する

とともに，（3）民間部門内部の生産構造の改善をす

すめる，ことに置かれている世間。

Z•A ・プット一政権期に接収された生産企業

の民間への返還・移譲については，ズィヤー前政

権威立後の1977年9月に，早くも精米，製粉，毒薬

綿および搾油の誇工場を民間の旧所有者に返還す

ることが発表された。つづいて10月には基幹産業
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である鉄鋼，重機械，自動車，重化学，石油化学な

どの分野にも，民間資本の参加を許可することが

表明された。翌1978年には， 「国家管理企業移管

令J(Transfer of Managed Establishments Order, 

1978〕が公布され， さらに79年2月には新たな固

有化を規制する目的をもった「工業資産保護令」

(Protection of Rights in Industrial Property Order, 

1979）の布告が行なわれた。その後，所有権の売却

．移譲が個人やグループに直接行なわれる場合，

もしくは証券取引所を通じて間接に行なわれる場

合の，手続きに関する諸問題の検討がすすめられ

た。

こうした一連の動きは，ズィヤ一政権の存続と

ともに次第にその範囲を拡大していったが， 1984

年に発表された新産業政策声明は，これら新しい

政策路線を統一的に説明した内容のものとなって

いる。声明では，政府部門の拡大の抑制，諸規制

の緩和，民間投資の振興などを前提とした政府と

民間資本との新たな関係，産業投資における優

先度，投資認可の基準，外資の扱いなどが表明さ

れている。とくに事前の政府許可（具体的には中央

投資促進委員会［CIPCJの認可）を必要とする特定

工業やプロジェクトの範囲を改めて限定し，規制

緩和の方向を強く打ちだしている点が注目され

る〈注36〕。

その後，翌1985年5月に国家規制緩和委員会

(National Deregulation Commission）および政府投

資引揚委員会（Disinvestment Committee〕が設置

され，経済活動の自由化を促進するための制度上

の整備が行なわれた。さらに，べ｝ナズィール・

プットー現政権誕生後の翌1989年4月には，新産

業政策（NewIndustrial Policy）が発表され，国内

民間投資の振興と外国民間資本の誘致のための規

制緩和措置が表明された（注37）。

24 

一方金融部門も， Z・A・プット｝政権期に国有

化され，民間資本は完全に排除されたが，第6次

計画期に預貯金を扱わない投資銀行の開設が認め

られ，徐々に民間資本の復帰がすすめられてい

る。第7次計画では，民間商業銀行の再開設が具

体的に検討されている。証券市場の未発達なパキ

スタンでは，企業は資金を銀行から調達するのが

一般的であり，銀行業務の民営化の要望は強い。

ただ，計画書は，パキスタンの民間資本が銀行信

用に過度に依存し，返済の問題に直面しており，

しばしば短期の利幅取りを目的とした不正取引が

後を断たないこと，また企業の所有関係も圧倒的

に同族経営型であり，ごく少数の企業が取引所の

上場基準を満たしているにすぎないと述べて，自

己資本比率の引上げや借入れ比率の規制を勧告し

ている（注38〕。

このように，第7次計画は，計画遂行の基本路

線として第6次計画につづき民間資本の役割の重

視を掲げ，そのための制度的調整を提示してい

る。パキスタン経済の体質強化のためには，競争

原理や市場機構重視の姿勢が必要であることは明

らかであろう。しかしこれまでの経緯を見ると，

パキスタンの経済開発の歴史は，基本的には政府

・官僚がコントロールする枠内での開発であっ

た。また，民間資本自体も，政策に沿った投資行

動に自らを限定してきたと言える。政府が許認可

権を保持し，民間資本が利権と保護を求めるとい

う癒着の体質がピルト・インされてきたのであ

る。第7次計画では，民間資本の自主性を重視

し，政府の規制は，財政・金融上の政策措置を通

じる間接的な介入へと移行の度合を強めることが

示唆されているが，長年にわたるこのような相互

依存の体質が変化していくためには，かなりの時

聞がかかるであろう。
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（注 1) GOP, Planning Commission，前掲書， 15

ベーク。

（注2〕向上書必ページ。

（注3) 地方自治体，銀行，保険などの部門におけ

る悶定資本投資超過額178億？を除く。 なお，財政支

出削減のために，公共部門の支出規模は20伝縮小され

る方向が示唆されている。

Ci注4〕 GOP, Planning Commission，前掲書，

54ぺージ。

（注5〕 向上蓄 18ページ。

（注6) 向上。

（注7〕 1987/88年度の改定予算策ではこの値は

10. 8店なとなっている。また， 1988/89年度予算案では

10. 61:l:i:とさらに低下している（GOP,Economic Sur-

むの 198889, イスヲマパー γ，巻末統計 Table8. 2 

参照〉。

（注8〕 GOP,Economic Survey 1985 86, イス

ラマ，，zード， 3ベージ。

（注9〕 農業所得税の導入を主張する根拠として，

M ・ウザイール（Uzair）は下記のような独自の試算

をしているっそれによると， 1エーカー当りの小麦栽

培に夜するコストは平均 749＇.＇：＂＇であり， 収穫量また22;::;

(1 刀＝37.3拐〕，単位当り価格を86＇.＇：~とすると，粗収

益は変わら合会めて2156＇.＇：~となり，この結果純収益は

1407＇.＇：~となる。すなわち，粗収益に占めるコストの比

率はわずか35広である。また用水料などの公租公擦が

コストに占める比率は5.3f;i:，籾収益に占める比率は

1. 9fなにすぎない（Uzair,M.，“Resource Mobiliza-

tion: A Case for Agricultural Income Tax，” Pa-

kistan & Gulf Economist, 1988年9月l7B,26ペー

ジ， Table4参照〕。

（注10) 国防債券の場合，償還利子率は現在15.6伝

である。

（注11〕 第7次計闘で述べられている新税制の要点

は下記のようである（GOP,Planning Commission, 

前婦警， 61ページ〉。

所得税に関する各種控除の大部分を撤廃する。税行

政の機構を改善し，職員を増員し，徴税や査定の手続

きを簡素化するとともに，とくに地方徴税機構を充実

させ，ウシュル（ushr。イスヲーム法にもとづき農産

物に課される定率の租税〉の査定と徴収の改望書を図

る。売上税の適用範囲を拡大し，大部分の輸入品に売

上税を課す。現行の消費税を再検討し，課税は主要な

商品に限定し，究上税で代替していく。補助金を漸次

バキスタソ第7次5カ年計画の構想と課題

削減するく受益者負担の原則を適用し，教育費，保健

医療費，滋i飯用水利用料，道路道符料の引上げを徐々

に図る〉。非開発支出である絞常予算支出の仲ぴを，

突質年約4/ti:に抑え，社会関係支出の伸びを同じく年

8¥:1:下までに抑える。

〈注12) 向上（なお試算のデータについては，同書

331～332ページ巻末統計 Table8. 2参照）。

〈注13) GOP, Economic Survey 1986-87，イ九

ヲマノξ－1-", 5ページ。

（注14〕 GOP, Planning Commission，前掲書，

36ページ。

（注15〕計画書は土地改革について，「（これらの

一一引用者〉改革は，有効ではなかった。全耕地の約

10＼：＼が改琢によって接収され，そのうち約半分が小作

人，小農，土地無し農民に理分された。しかし残余の

接収地は，政府が保有するか，あるいは畜産や酪農な

ど他の目的に転用され，しかもその大部分は元の土地

所有者に割当てられた」と述べている。また，産業国

有化についても，「1970年代の初頭に行なわれた圏有

化措置によって，銀行や特定部門の産業が接収され

た。しかし，分配の」正義を突；泌するためのとの措鼠

も，結果は単に政府の諸規制や汚職，そして非能率た

生みだすものとなり，一方で民間の投資意欲を損なう

ものとなった，とする見方が一般的である」と述べて

いる（向上書 38ページ〕。

〔注16〕 同上書 84ベータ。

（注17) 向上書 344ページ 巻末統計 Table9. 8 

参照。

（注18) 向上書 65ページ。

〈注19) GOP, Economic Survey 1987-88, イ九

ラマバード， 41～45ページ， Annex2. 3，“Trade 

Policy: 1987-90”。
（注20) GOP, Planning Commission，前掲書，

68ページ。

（注21〕 向上書 17ページ。

Ci注22〕 GOP,Ministry of Industries, Inclustri帽

al Policy Statement，イスラマバード， 1984年， 4-

5ページ。

〈注23) GOP, Planning Commission，前掲書，

70ぺージ Table9. 4参照。

（注24) GOP, Economic Survey 1987-88, 76ペ

ージ Table6.12参照。

（注25〕 向上書 77ベータ。

（注26) GOP, Planning Commission, The Sixth 
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1990doc  99.7.12 1:50 PM  ページ 262

Five Year Plan 1983-88，イスラマバード， 1984年，

10ページ。

（注27) 向よ嚢 167ページ。

（注28) GOP, Planning C叩 rmission, Seventh 

Five Year Plan・・ .. ・・, 73ページ。

（注29) 同上書 74ページ。

〔注30) なおベーナズィーノレ・プット一新政権は，

政権成立後の12月8日に提出した 1988/89年度修正予

算案で，新政権の独自案として，雇用促進や飲用水・

保健施設の整備など社会福祉関係事業の促進を目的と

した， 総額20億？に達する「人民計画」（People’s

Programme）を発表した。しかし，計荷の財源の問題

や実施上の主導権をめぐって，中央放府と州政府との

間で紛糾が起こっている。

（注31) 「1948年産業政策声明」に関しては，拙稿

「パキスタンの産業政策声明 1948」（『アジア経済』第

7巻第5号 1966年5月 272～277ページ〕を参照さ

れたL、。
（注32) GOP, Planning Commission, Seventh 

Five Year Plan・・ .. ・・, 28ページ。

（注33) 向上。

（注34〕 向上畜 73～74ページ。

（注35) 向上書 77ページ。

（注36) GOP, Ministry of Industries，前掲奮，

10ページおよび25ページ AnnexureI参照。

（注37) 1989年 4月に発表された新産業政策では，

政府の認可を必要とする投資対象は下記の7分野に限

定された。（11武器・弾薬製造，（2）造幣・鋳貨，（3）高性

能爆薬，（41放射性物質，（5）輸入原料を使用するアルコ

ーノレおよびその他飲料，（6）白動車・トラクター・農業

機械の製造，（7）原油精製プラソト。また，工業化の推

進を一層図るための措置として，首相を議長とする投

資審議会（Boardof Investment: BOI）と， ヱ業

相を委員長とする投資委員会（Committeeof Invest-

ment: COI〕が新設された（GOP, Economic Sur-

vey 1988-89, 28～29ページ，および GOP, Ministry 

of Industries, Industrial Policy Pac是age，イスラ

マパ－ f, 1989年， 31ページ〉。

（注38〕 GOP, Planning Commission, Seτ•enth 

Five Year Plan・・・・・・, 78ページ。
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パキスタンの歴代政権はこれまで，開発資金の

財源を圏内に求めることで海外資金への依存度を
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軽減することを，その経済自立の指標としてき

た。しかしその課題は，これまでのところ実現し

ていない。むしろ実態は，計画規模が拡大するの

に比例して，対外依存度も拡大してきている。さ

らに近年は，開発財源となる国家財政の不均衡が

拡大の一途をたどっており，国内資金調達はます

ます困難な状態にある。

第7次計画書は，随所で圏内開発財源の調達に

関して，現在きわめて困難な状況にあることを訴

えてはいる。しかし，その問題を解決し克服して

ゆく具体的で有効な対応策を見出し得ないでい

る。なぜなら，問題の基本的な解決は，現状の諸

制度の改革とくに生産関係や所有関係の変更や調

整を必要とし，そこには既得権益を持った支配層

の強い抵抗が待ち構えているからである。経済開

発計画の真の課題は，経済的な課題であるよりも

政治的な課題であると言えよう。このため，パキ

スタンの開発計画は，より中立的で技術的な手段

を選択しがちとなる。財政制度の変更によって有

資産階層に新たに課税するよりも，輸出の振興に

よって財源を確保することがより抵抗が少ない。

土地改革を行なうよりも，農業技術の改良によっ

て収量を高める方向が重視される。輸出の伸び悩

みや生産の不振によって圏内財源、の調達が不十分

であれば，不足財源を安易に外国援助に求めるこ

とになる。かくして援助依存の体質はますます強

化され，開発計画にビルト・インされていく。

第7次計画書には，いくつかのシナリオが描か

れているが，それらが実現される保証はない。む

しろ第7次計画は，これまでの経緯からみて，最

終的には国際機関を含めた諸外国からの援助資金

の導入によって，基本的な問題の解決を先送りし

つつ，実施されていくことになるように思われる

のである。 （アジ7経済研究所地域研究部研究主幹〉
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